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研究成果の概要（和文）： 悩みや精神的不調をかかえ相談が必要にもかかわらず相談行動につながらない援助
要請回避型の大学生に、単回・短時間で集団に実施できる低コストで効果が見込まれる「メンタルヘルス教育プ
ログラム（講習）」を作成した。研究成果としては、行動型に比べて、回避型にみられる特徴（恥意識の高さ、
問題解決・意味づけ対処方略のとりにくさ、問題の深刻さおよび精神的不調の可能性への気づきにくさ、援助要
請行動後の肯定的効果の想定しにくさ）が明らかになった。この特徴に働きかける内容を含むプログラムを作成
し、効果が示された。

研究成果の概要（英文）： This study aims to designing a mental health education program for students
 who avoid  help-seeking behaviors. We designed a low-cost, effective Mental Health Education 
Program(Course) to provide help-seeking avoidant type of college students that can be implemented in
 a group at a single time and in a short period of time. The results of this study show that the 
characteristics found in the avoidant type compared to the behavioral type (high shame 
consciousness, problem solving and meaning difficulty in developing coping strategies, difficulty in
 recognizing the severity of the problem and the potential for mental illness, and difficulty to 
assume a positive effect after help-seeking behaviors)was evident. This program has been shown to be
 effective.
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研究成果の学術的意義や社会的意義
 本研究で作成したメンタルヘルス教育プログラムは単回・短時間型である。近年、高等教育機関等では、正課
教育以外の時間を確保することが難しくなっているが、本プログラムでは時間コストがかからず、人数制限もな
いことより、低コストながらも受講成果が期待される。研究成果は大学のみではなく、小～高校生及び成人にも
教育的に応用できるため、スクールカウンセラー領域などで積極的に援用可能である。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
 
近年、自殺者数は減少傾向にあるが、依然として若年者層の自殺率は微増しており（警察庁 

2020）、若年者の自殺対策は喫緊の課題である。申請者らは、一人では解決が難しい悩みを抱え
たまま相談行動を起こせずに状況が悪化する大学生へ様々なアプローチを試みてきた。他者に
援助を求める援助要請行動については、その要因や意思決定過程の分析研究が社会心理学の分
野で進められてきた。これらの知見が臨床心理学実践分野においても取り入れられ、一般学生の
援助希求要因の分析、学生相談においての被援助志向性に関する要因の研究が行われている（高
野他 2004）。一方、多くの大学では入学期に大学生精神健康調査（UPI）などのスクリーニング
を実施し、精神的に不調な学生に対して呼出し面接することや欠席過多の学生を呼出し対応す
るなどの早期介入を行っている（最上他 2008）。にもかかわらず、呼出しに応じない学生群が一
定数存在しており、自殺未遂学生対応をしたカウンセラーの 71.4%は来談拒否に苦慮している
ことも明らかになった（斉藤他 2013）。精神的に不調な学生を把握できたとしても 87.5%の大学
において来談まで至らない学生＝援助要請行動回避型学生への支援がうまくいっていないとい
う状況があった（水田他 2011）。 
 
２．研究の目的 
上記のとおり援助要請行動を回避する学生への対策は喫緊の課題である。この課題解決に向

け、これまで我々は援助要請行動を促進する要因を抽出した「メンタルヘルス教育プログラム」
を作成して実践し、一定の成果を得ることができた。一方で、さらに受講した後でも、援助要請
行動に変化がない回避型学生が一定数いること、さらにそうした学生が抱える自殺リスク傾向
が明らかになり、自殺対策として介入が不可欠であると考えるに至った。そこで本研究では更に
回避型学生の要因を見出し、回避型学生の援助要請行動を促進する時間をかけずに集団で受講
可能な低コストで汎用性の高い効果的なプログラムの開発を目的とした。 
 
３．研究の方法 
本研究では、大学の授業等において実施可能な援助要請行動回避型学生への援助要請行動を

促進するための「メンタルヘルス教育プログラム」の開発・実施・効果検証の３本柱で研究を行
った。 
(1)平成 29年度（研究 1・2） 
申請者らが作成した既存のメンタルヘルス教育プログラムの実施を通して、受講後の援助要

請行動の改善に関する要因を抽出した。具体的にはメンタルヘルス教育プログラムを大学生に
行い、受講する前後にレジリエンス、自己肯定感、コーピング、自己隠蔽要因に関する質問紙調
査を大学生 286 名に実施した（研究１）。 
更に、メンタルヘルス教育プログラムを受講してから半年後の援助要請行動の変化と精神的

健康度について、大学生 163 名を対象として質問紙調査した。 
(2)平成 30年度（研究 3） 

研究 2 までで明らかになった背景要因をもとに、より生態学的な妥当性を踏まえてプログ
ラムを作成していくために、回避型の学生が実際に援助を利用するために必要な心理社会的介
入が具体化される手続きを行った。大学生 163 名にビニエット（想定事例）を提示し、こころの
不調や精神疾患についての正しい知識を得るメンタルヘルスリテラシー（MHL）、ビニエット事例
への対処法、事例の当事者であった場合を想定した対処法、友人であった場合を想定した対処法、
自己肯定感尺度、専門家への援助要請態度尺度からなる質問紙を実施した。ビニエットを用いる
ことにより、具体的な場面をイメージし、当事者性をもって回答しやすくなり、大学生が考える
現実味ある対処法について知ることをめざした。 

研究 1・3で明らかになった援助要請促進に寄与する要因を取り入れた単回・短時間で、援
助要請行動回避型の学生向けにも効果が見込まれるメンタルヘルス教育プログラム案（講習）を
作成した。 
(3)令和元年（研究 4） 
平成 30年度に作成した新たなメンタルヘルス教育プログラムを大学生 116 名対象に実施し、

受講前後の援助要請行動の変化を既存の平成 29 年度に実施したプログラムの際に使用したと同
じ尺度を用いた質問紙を用いて調査し、効果検証を行った。 
 
４．研究成果 
 
(1)研究 1 
メンタルヘルス講習受講前でも、相談機関に行きやすい人は行きにくい人に比べ、自分の行動

に意味づけをする傾向が高かった。また、受講後、相談機関に行きやすくなった人は行きにくい
ままの人に比べて、自己肯定感・社交性が高く、解決志向型の対処方法を普段から活用し、自分
の身にふりかかったことに意味づけする対処方法をする傾向があることが示された。援助要請
行動が回避傾向の人は、受講しても恥の意識が変化しない人が多かった。自己肯定感および社交
性の低い人，他者の目を気にする恥意識の強い人に対しては，これらの個人要因に影響を与える
ような効果的なプログラム構成の検討が必要であると考えられた。 



(2)研究 2 
メンタルヘルス教育プログラムを受講してから半年後の相談機関への行きやすさと精神的健

康度については、受講した人としていない人との間に差は見られなかった。しかし、行きにくい
人は精神的健康度が低いという結果が示された。この結果から、メンタルヘルスに関する啓発教
育は１度だけではなく、継続的に行う必要性が明らかになった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

(3)研究 3 
分析の結果、MHL のうち自分の状態の深刻さと精神的な病気の可能性を認知でき、援助要請行

動をした後に肯定的結果が想定されることが専門家への援助要請行動の促進に関与することが
明らかになった。自分が当事者だと想定する場合は、専門家よりも身近な家族や友人への援助要
請を選択することが示された。 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(4)研究４ 
  研究計画当初の時点では、援助行動促進回避型は①レジリエンス、②自己肯定感、③自己
開示、④コーピングにおいて、非回避型と差があると仮説をたてていたが、昨年度までの研究
では、自己肯定感と社交性の差があるが、その他の要因には差が示されなかった。それに代わ
って、恥意識、問題解決・意味づけ対処方法、深刻さの認知、援助要請行動後の肯定的結果の
想定に差があることが明らかになった。更に、当事者自身の援助要請行動の促進にターゲット
をあてるのではなく、友達など周りの人が当事者の援助要請行動に協力することが、新たに援
助要請行動促進のための要因として示された。これをふまえてへの介入、問題解決・意味づけ
のための対処行動スキルを向上させ、援助要請行動後に肯定的結果が示す内容、周りの人の
SOS に気づくための内容をプログラムに加えた。単回・短時間型のメンタルヘルス教育プログ
ラム（講習）では、どうしても情報提供を中心とした心理教育となり、自己肯定感、社交性、 
 
 
 
 

図 2 専門家への援助要請行動促進要素 

図 1 援助要請行動回避群の特徴 



 
 
 
恥意識への介入は継続的に実施できるプログラムに含めることとなった。本プログラムは、単
回・短時間型の講習形式であり、恥意識への介入、自分の状態の深刻困りごとの発生から援助
要請行動を起こす段階の明示、レジリエンス教育に含まれる恥意識への心理教育、困りごとを
どの段階で相談に行くかのプロセスの明示、周囲の人の関わりを促進することに重点をあてた
情報提供型として完成した。 
重複受講による学習効果が影響するため、平成 29 年度に実施した対象には実施しなかったた

め、厳密な比較検証にはならないが、平成 29 年度のプログラムよりも本年度作成プログラムに
おける援助要請行動促進が有意に高い結果となり、本プログラムが回避群に働きかける効果が
示された。尚、研究成果の実用化のために、本プログラムは、遠隔授業のためのパッケージ教材
化した。 
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図 3 メンタルヘルス講習の構成 
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